
　

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
時
代
に
福
岡
県
の
農
業
研
修
制
度
を
知
り
、
花
栽

培
の
研
修
を
一
年
間
受
け
ま
し
た
が
、
イ
チ
ゴ
栽
培
が
、
価
格
、
収

入
の
面
で
安
定
し
て
い
る
こ
と
を
知
り
、
岡
垣
町
の
イ
チ
ゴ
生
産
農

家
の
吉
田
氏
を
紹
介
し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
そ
の
後
、
当
時
の
Ｊ

Ａ
イ
チ
ゴ
部
会
部
会
長
の
青
柳
氏
よ
り
、
ハ
ウ
ス
の
一
部
を
一
年
間

提
供
し
て
い
た
だ
き
、
営
農
を
開
始
し
ま
し
た
。

素
晴
ら
し
い
サ
ポ
ー
タ
ー　

そ
の
後
、
吉
木
地
区
で
土
地
を
借
用
、

吉
田
氏
の
紹
介
で
中
古
ハ
ウ
ス
を
購
入
し
、
吉
田
氏
、
青
柳
氏
の
サ

ポ
ー
ト
を
受
け
な
が
ら
五
年
間
、
無
我
夢
中
で
イ
チ
ゴ
栽
培
を
し
て

き
ま
し
た
。サ
ポ
ー
ト
が
無
け
れ
ば
こ
こ
ま
で
で
き
な
か
っ
た
の
で
、

サ
ポ
ー
ト
し
て
頂
い
た
皆
さ
ん
に
と
て
も
感
謝
し
て
い
ま
す
。

農
業
者
に
な
っ
て
み
て　

農
業
を
始
め
る
に
は
資
金
が
必
要
で
、
す

べ
て
自
己
資
金
で
対
応
す
る
の
は
と
て
も
大
変
で
し
た
。
ま
た
、
作

物
栽
培
は
思
い
通
り
に
は
い
か
な
い
の
で
、
技
術
面
で
経
験
豊
富
な

指
導
者
や
助
言
者
が
必
要
だ
と
思
い
ま
し
た
。
今
年
、
ハ
ウ
ス
を
12

ａ
か
ら
18
ａ
に
増
や
し
、
夫
婦
で
頑
張
っ
て
い
ま
す
が
、
忙
し
い
時
だ

け
手
伝
っ
て
も
ら
え
る
よ
う
な
仕
組
み
が
Ｊ
Ａ
に
あ
っ
た
ら
と
思
い

ま
す
。
生
産
し
た
イ
チ
ゴ
は
す
べ
て
Ｊ
Ａ
に
出
し
て
い
ま
す
が
、
生
産

し
た
も
の
を
無
駄
な
く
販
売
し
、
よ
り
高
い
収
入
に
繋
げ
た
い
で
す
。

今
後
の
目
標　

今
は
、
夫
婦
で
生
産
し
た
イ
チ
ゴ
が
高
く
評
価
さ
れ

る
こ
と
や
、
イ
チ
ゴ
栽
培
を
通
じ
て
夫
婦
の
価
値
観
の
共
有
が
で
き

る
こ
と
が
喜
び
で
す
。
今
後
は
、
技
術
の
向
上
、
作
業
の
効
率
化
で

収
量
を
今
よ
り
３
割
増
や
し
た
い
で
す
。
こ
れ
か
ら
も
い
ろ
い
ろ
な

方
と
協
力
し
な
が
ら
、
農
業
を
頑
張
っ
て
い
き
ま
す
。　

吉
木
在
住
　
　
河
合
　
秀
利
さ
ん

美
弥
さ
ん

イチゴほ場（元松原）

ビワほ場（上畑）

昼食

上畑の杜（上畑）
生産センター（糠塚）

トマトほ場（糠塚）

新
　
規
　
就
　
農
　
者
　
紹
　
介

～
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
か
ら
、農
家
へ
～

農業巡りツアー  開催！！
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　ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ）協定は、我が国の農林水産業に及ぼす影響が計り知れないと、農家や
農業関係者から懸念・指摘されていましたが、平成 27 年 10 月５日にＴＰＰ協定交渉が大筋合意され、平成 28
年２月４日（現地時間）、ニュージーランド・オークランドで開催されたＴＰＰ署名式において、ＴＰＰ協定が
署名されました。
　今後は ＴＰＰ協定の締結について国会承認を求めるとともに、協定を実施するために必要不可欠なものとし
て、関連する国内法の規定の整備を総合的・一体的に行うため、環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う
関係法律の整備に関する法律案が国会に提出をされているところです。
　国会やＴＰＰ総合対策本部の動向等について、農業者や農業関係者が注意深く見据えていくことが重要です。
　ＴＰＰ総合対策本部で決定（平成 27 年 10 月９日）されている概要について紹介いたします。

ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ）協定合意！！

　ＴＰＰによる新たな国際環境の下で、強くて豊かな農林水産
業、美しく活力ある農山漁村を創り上げていくため、交渉で獲得
した措置と合わせて、政府一体となって万全の措置を講ずる。 
　具体的には、農林水産物の重要品目について、将来にわたって
意欲ある農林漁業者が希望を持って経営に取り組めるようにする
ことにより確実に再生産が可能となるよう、ＴＰＰ協定の締結に
ついて国会の承認を求めるまでの間に、今回の合意の実施に伴い
生ずる諸課題に係る対策について、以下の項目に沿って検討し、
全体像をとりまとめる。対策の実施に当たっては、政府全体で責
任を持って対応する。 

１　攻めの農林水産業への転換（体質強化対策）
　○次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成
　○国際競争力のある産地イノベーションの促進
　○畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進
　○高品質な我が国農林水産物の輸出等需要フロンティアの開拓
　○合板・製材の国際競争力の強化
　○持続可能な収益性の高い操業体制への転換
　○消費者との連携強化、規制改革・税制改正
２　経営安定・安定供給のための備え（重要５品目関連）
　○米（政府備蓄米の運営見直し）
　○麦（経営所得安定対策の着実な実施）
　○牛肉・豚肉、乳製品（畜産・酪農の経営安定充実）
　○甘味資源作物（加糖調製品を調整金の対象）

Ｔ
Ｐ
Ｐ
対
策
本
部（
内
閣
総
理
大
臣
が
本
部
長
）

農
林
水
産
省
Ｔ
Ｐ
Ｐ
対
策
本
部（
農
林
水
産
大
臣
が
本
部
長
）

農
林
水
産
分
野
に
係
る
基
本
方
針

ＴＰＰ関連政策大綱



　ＴＰＰにおける合意内容が農林水産省から公表されています。岡垣町の農業は多種多様ですが、水稲（米）や大麦・
小麦が主要な生産物でもありますので、水稲（米）や大麦・小麦の最終結果概要が公表されています。今後、ＴＰＰ
協定の発効までには紆余曲折が予想されますが、その動向については、農業委員会だよりでお知らせしていきます。

品目名 合　　　意　　　内　　　容

米

もみ・玄
米・精米・
砕米それ
ぞれ同じ
合意内容

国家貿易により輸入するもの

○�米国枠は、５万実トンを当初３年を維持した後、段階的に増加し、
13年目以降は７万実トンを設定

○�豪州枠は、0.6 実トンを当初３年維持した後、段階的に増加し、
13年目以降は、0.84 万実トンを設定

　枠内税率０+マークアップ
国家貿易以外により輸入するもの 現行関税率（341円 /kg）を維持

麦

小麦粉等の第11類の
小麦加工品及び第 19
類の小麦粉調製（国
家貿易）

現行の国家貿易制度を維持するとともに枠外税率を維持
【ＴＰＰ枠の新設】

ＴＰＰ枠数量：5,000トン　　　7,500トン（６年目）
新設する枠の枠内税率：12.5%、20%、25%+マークアップ　　　無税（即時）＋マークアップ

大麦粉等の第11類の
大麦加工品及び第 19
類の大麦調製品（国
家貿易）

現行の国家貿易制度を維持するとともに枠外税率を維持
【ＴＰＰ枠の新設】

ＴＰＰ枠数量：300トン　　　500トン（６年目）
新設する枠の枠内税率：19.2%、20%、25%+マークアップ　　　無税（即時）＋マークアップ

ＴＰＰ市場アクセス交渉米・麦の最終結果概要

　
農
地
法
第
30
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
農
地
の
利
用
状

況
調
査
を
実
施
し
、
再
生
可
能
な
農
地
と
再
生
困
難
な

農
地
の
区
分
を
行
っ
て
い
ま
す
。
再
生
困
難
な
荒
廃
農

地
に
つ
い
て
は
、
現
地
を
確
認
し
た
後
、
農
業
委
員
会

で
「
農
地
で
は
な
い
」
と
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、

現
在
、
集
落
ご
と
に
、
農
業
委
員
と
事
務
局
が
農
業
組

合
長
の
協
力
を
得
て
、
調
査
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

荒
廃
農
地
調
査
と
非
農
地
判
断
を
実
施

　改正農業委員会法が平成 28年４月１日施行。ただし、農業委員の任期満了の日までに限り従前の例に
より在任するため、岡垣町では新組織への移行時期は１年後の平成 29年７月となります。新たな農業委
員会の組織については法律に基づき公選制などから町長の選任制に改正されており、今後の取り組み状況
を農業委員会だよりでお知らせする予定です。

「非農地」
判断する
土地

非
農
地

判
　
断

判断の基準

「農地で
はない」
土地

①�森林の様相を呈し
ているなど農地に
復元するための物
理的な条件整備が
著しく困難な場合

②�①以外の場合で、
その土地の周囲の
状況からみて、その
土地を農地として
復元しても継続し
て利用することが
できないと見込ま
れる場合

農業委員会は
①農地台帳の整理
②所有者に対して
　「非農地通知」
③法務局、市町村、
都道府県に対して
「非農地通知一覧」
の送付等を行う。

※�地目変更登記は各人で
手続きが必要です。

農
業
委
員
会
総
会
等
の
議
決

判
断
基
準
を
満
た
し
た
ら

農　業　委　員　会　の　改　正



　

農
業
の
魅
力
を
広
め
る
農
業
祭
が
１
月
17
日
（
日
）
ボ
ー

ト
レ
ー
ス
芦
屋
で
開
催
さ
れ
、
た
く
さ
ん
の
人
で
に
ぎ
わ
い

ま
し
た
。

　

記
念
式
典
で
は
、
優
秀
な
農
産
物
出
品
者
・
地
域
の
農

業
振
興
に
寄
与
し
た
方
の
表
彰
が
行
わ
れ
ま
し
た
。　

　

優
良
農
産
物
の
部
で
は
、
岡
垣
町
か
ら
７
名
の
方
々
が

受
賞
さ
れ
ま
し
た
。
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
！

　

地
域
と
密
着
す
る
農
業
の
素
晴
ら
し
さ
や
食
の
大
切
さ

を
伝
え
る
各
コ
ー
ナ
ー
に
は
、
子
ど
も
か
ら
お
年
寄
り
ま

で
多
く
の
方
の
姿
が
見
ら
れ
ま
し
た
。
中
で
も
、
親
子
お

に
ぎ
り
作
り
や
い
ち
ご
大
福
作
り
体
験
で
は
、
真
剣
に
作
っ

て
い
る
姿
が
印
象
的
で
し
た
。
ま
た
、
遠
賀
高
校
の
生
徒

に
よ
る
地
元
麦
を
使
っ
た
パ
ン
や
ケ
ー
キ
の
販
売
に
は
、
購

入
者
の
列
が
で
き
る
ほ
ど
、
賑
わ
っ
て
い
ま
し
た
。

　

次
回
は
、
12
月
４
日
（
日
）
に
岡
垣
サ
ン
リ
ー
ア
イ
で

開
催
さ
れ
ま
す
。

刀
根
　
基
光

　

私
自
身
、
農
業
委
員
会
の
活
動
を

通
じ
て
、
は
じ
め
て
岡
垣
町
の
農
業
、

農
業
者
の
実
態
が
分
か
っ
た
気
が
し

て
い
ま
す
。

　

今
後
、
任
期
満
了
ま
で
に
・
農
地

法
に
基
づ
く
許
可
申
請
、
承
認
・
農
業

委
員
会
の
新
体
制
へ
の
移
行
の
準
備
・

Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
動
向
に
関
す
る
情
報
提
供
・

消
費
者
と
の
交
流
活
動
と
地
産
地
消

の
推
進
・
農
地
パ
ト
ロ
ー
ル
と
遊
休

農
地
解
消
活
動
な
ど
、
農
業
委
員
に

課
せ
ら
れ
た
業
務
に
積
極
的
に
取
り

組
み
た
い
と
思
い
ま
す
。

編
　

集
　
後
　

記

編
　

集
　
後
　

記

―
農
業
委
員
会
か
ら
の
お
知
ら
せ
―

　
農
地
の
売
買
・
貸
借
・
転
用
の
申

請
手
続
き
は
農
業
委
員
会
へ

　
申
請
締
切
日
は
毎
月
20
日
で
す

☎
０
９
３

－

２
８
２

－

１
２
１
１

発
行
責
任
者

　
　

会　
　

長　

田
原　

一
男

編
集
委
員
会

　
　

委　
員　
長　

俵
口　

和
義

　
　

副
委
員
長　

神
屋　

種
義

　
　

委　
　

員　

麻
生　

孝
子

　
　

委　
　

員　

刀
根　

基
光

　
　

委　
　

員　

広
渡　

輝
男

　
　

委　
　

員　

深
田　

明
俊

表紙のテーマ：たくさんあります !  岡垣町の農の魅力！！

　

町
内
小
中
学
校
Ｐ
Ｔ
Ａ
と
食
育
担
当
教
諭
を
対
象
に
、
４
月
26

日
に
実
施
し
ま
し
た
。
ビ
ワ
や
ト
マ
ト
、
イ
チ
ゴ
の
ほ
場
、
カ
ン

ト
リ
ー
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
、
上
畑
の
杜
を
見
学
し
ま
し
た
。
農
業
委

員
と
同
じ
テ
ー
ブ
ル
を
囲
ん
だ
昼
食
で
は
、
町
内
産
の
米
や
野
菜

を
使
っ
た
食
事
を
提
供
し
た
と
こ
ろ
、
完
食
す
る
ほ
ど
大
盛
況
で

嬉
し
い
誤
算
の
一
つ
で
し
た
。
こ
れ
か
ら
も
、
消
費
者
に
農
業
や

農
業
委
員
を
理
解
し
て
い
た
だ
け
る
よ
う
に
頑
張
り
ま
す
。

５
回
目
を
迎
え
る
農
業
巡
り
ツ
ア
ー
で
交
流

毎年人気の遠賀高校の
パウンドケーキ 石田　伸一さん

麻生　信子さん
いちご大福作り体験に
真剣に取り組む子どもたち

　農業委員会では、農地法に基づく許可申請等や農業委員会の
業務に関係する事項について、毎月の総会で審議しています。
◎平成27年度 農地法等に基づく審議の状況 　 （　）内は26年度

◎各種研修会へ参加
○平成27年９月３日（木） 男女共同参画シンポジウム
○平成27年11月18日（水） 北九州支部研修会
○平成28年１月21日（木） 県農業委員研修会
○平成28年２月10日（水） 遠賀・中間地区会研修会

農業委員会の活動報告

審 議 等 の 区 分 件数
農地法第３条許可（農地の売買・贈与・賃借の許可） ９（６）
農地法第４条許可（所有者自らが行う農地転用の許可） ２（２）
農地法第５条許可（所有権等の移転を伴う農地転用の許可） 21（６）
農用地利用集積計画の決定（利用権の設定等） ５（２）
農地の一時利用届の承認	
（公共事業等で農地を一時的に利用する際の届に関する審議） ４（２）

農地転用届の承認
（農地の中に小規模な農業用施設を設置するため農地を転用
する際の届に関する審議）

５（１）

農地改良届の承認
（小規模な農地のかさ上げ等を行う際の届に関する審議） ２（１）

第
50
回  

農 

業 

祭

最
優
賞


